
国立感染症研究所の
使命・役割

国立感染症研究所長
渡邉治雄
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世界的な感染症の脅威（新興・再興感染症）

• 新たに発見された感染症（新型H1N1インフルエ

ンザ、NDM-1多剤耐性菌、 H5N1トリインフルエ

ンザ、SARS、多剤耐性結核菌、ニパウイルス

脳炎、ウェストナイル熱、エボラ出血熱、マール

ブルグ病、等）

• いったん制圧されたかに見えた伝染性感染症

（outbreak-prone diseases）の再出現と増加（outbreak prone diseases）の再出現と増加

（コレラ、デング熱、麻疹、髄膜炎、赤痢、黄熱）

• 偶発的あるいは意図的な生物学的物質の拡散

（牛海綿状脳症、新変異型クロイツフェルトヤコ

ブ病、炭疽）



・交通網の発達によるヒトや食品等の動きのグ
ローバル化：：感染症の迅速なる伝播・拡
大 “感染症は一国だけの問題ではない”

物 来病 体

変貌する人間変貌する人間およびおよび微生物界の状況微生物界の状況

・動物由来病原体のヒトへの種を超えた拡大

“新興感染症の出現”

・薬剤耐性病原体の出現；薬の不適切使用によ
る。治療への抵抗性

・Diffuse outbreakによる感染症の拡大：迅速
なる発見とその対応の必要性； 感染症のなる発見とその対応の必要性； 感染症の
遷延化

・バイオテロ等の人為的感染症の出現：適切な
る対応；被害の拡大

効果ある迅速なる対応

図３．発生増加の発見と対応 準備がある場合

早い
対応

早い
発見

40

50

60

70

80

90

対応発見

予防可能となった
患者患者数

0

10

20

30

1 3 5 7 9

1
1

1
3

1
5

1
7

1
9

2
1

2
3

2
5

2
7

2
9

3
1

3
3

3
5

3
7

3
9

日



感染研の使命(任務）
＜目標＞
・国民に健康危害を及ぼす感染症の把握

＜日常的な行動＞
感染症の疫学情報収集 解析（発生状況 感染状況等）・感染症の疫学情報収集・解析（発生状況、感染状況等）

・病原体の特性の分析（感染特性、病原性、増殖性等）
・当該感染症の過去の罹患状況の把握（抗体保有

状況等）
上記の包括的・総合的な解析

政策の根拠となる科学的情報を国 地方に提供する・政策の根拠となる科学的情報を国、地方に提供する
・積極的疫学調査およびその支援

＜効果＞
・異常事態の迅速把握と迅速対応（行政機関と共に）
・国民の健康維持に貢献

国立感染症研究所国立感染症研究所

感染症情報の収集・解析並
び国民への還元

検査・診断法の
研究開発（標準品、

予防法・
治療法の開発

研究

疫学調査・感染源の
解明

基礎・基盤的研究

感染症発病機序の解

国立感染症研究所国立感染症研究所

感染症の研究

厚生行政への科学的支援ワクチン等生物製剤
品質管理（国家検定

・検査）

検定検査法を
を含む）、
研修・講習

（戸山、村山、ハンセン病センター）

厚生労働省厚生労働省

感染症に対する行政対策

人々の健康維持に貢献する

明、病原体（ウィルス、
細菌、寄生虫）の解析
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国立感染症研究所の業務と法律および他機関との関係

保健所
病院
食品

研究調査対象
対応相手

地方衛生研究所

ウイルス
細菌

基礎・応用研究細菌学会 ウイルス学会
感染症学会 ワクチン学会
公衆衛生学会 肝臓学会
etc

食品
医薬品

ＷＨＯ

地方衛生研究所
保健所 ワクチン

血液製剤等
抗生物質
臍帯血バンク

検疫所

（薬事法）

国際協力

ＪＩＣＡ

細菌
真菌
寄生虫

病原体・抗体検査

感染症レファレンス
サーベイランス

生物製剤品質
管理

（食品衛生法）

（独）医薬品医療機器総合機構

各国CDC 等

医薬食品局 審査管理課
安全対策課
監視指導・麻薬対策課
血液対策課

医薬食品局 食品安全部

健康局 疾病対策課
結核感染症課

大臣官房 厚生科学課

大臣官房 国際課

（感染症法）

（食品衛生法）

厚
生
労
働
省
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国立感染症研究所
Ｎａｔｉｏｎａｌ Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ ｏｆ Ｉｎｆｅｃｔｉｏｕｓ Ｄｉｓｅａｓｅｓ

設立：

昭和２２年

＜役割＞

『感染症に関する厚労省行政施策に関して
科学的根拠を提供する』

2010年12月

〔戸山庁舎〕
設置：平成４年
建物：新宿区戸山

＜業務内容＞
「感染症にかかる基礎・応用研究」
「感染症のレファレンス」
「感染症のサーベイランス」
「生物製剤国家検定・検査」
「国際協力関係」
「研修」

＜職員等＞１ ０２６名（2010年12月１日現在）

〔村山庁舎〕
設置：昭和３６年＜職員等＞１，０２６名（2010年12月１日現在）

常勤研究者３０２名（博士号取得者）
協力研究員等(非常勤職員含）６６８名
事務職５６名

＜予算等＞
２２年度 当初歳出予算額 ６５．７億円
（内訳；執行予算：約２８億，

その中で研究事業費：約１３億）
２１年度 補助金等交付決定額 37.1億円

設置：昭和３６年
建物：武蔵村山市

〔ハンセン病研究センター〕
設置：平成９年
建物：東村山市
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インフルエンザウイル
ス研究センター

着工：平成１８年３月

竣工：平成２０年８月

稼働：平成２１年春稼働：平成２１年春

規模：

地下１階 地上４階

延べ4,673.36㎡

業務：業務：

インフルエンザウイル
スのサーベイランスお
よび研究、ワクチンの
種株の開発、新規ワク
チンの研究開発など

正
面
玄
関

３
階
廊
下
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感染症サーベイランス：
地方衛生研究所との連携
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感染症サーベイランス体制
定点報告疾患

全臨床医 定点診療所・病院 食品・動物・環境

保 健 所

個票 集計票（週／月）

全数届け出疾患
ヒト以外からの病原体の監視

保 健 所

検疫所

地方衛生研究所
都道府県等

衛生部
地方感染症
情報センター

検疫所

中央感染症情報センター
（感染研感染症情報センター）

国立感染研
病原体専門部

厚生労働省

情報

検体

コンピュータネットワーク
患者発生 （保健所で入力）

病原体検出 （地研で入力）

国民への情報提供
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情報の還元、対策へ利用

・患者情報の解析、その結果の発信

感染研IDSCホームページ、週報(IDWR)

(http://idsc.nih.go.jp/index-j.html)

・病原体情報の解析、その結果の提供：

病原微生物検出情報（IASR-月報）

・感染症法に基づき収集された情報の利用

感染症発生動向調査のデ タは誰でもが感染症発生動向調査のデータは誰でもが

利用できる

（プライバシー保護の観点から個票等は除外）
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感染症集団発生事例の調査
• 国内調査

大腸菌Ｏ157（近畿・東海・関東地方、広域事例）

鳥インフルエンザ事前対応事例

不明熱集団発生事例不明熱集団発生事例

ＳＡＲＳ広域対応事例

麻疹学校内集団発生

バンコマイシン耐性腸球菌院内感染事例

レプトスピラ症集団発生事例

アシネトバクター院内感染

NDM 1多剤耐性菌による感染NDM-1多剤耐性菌による感染

新型インフルエンザ集団発生事例

• 海外調査

ポリオ（中国、フィリピン）

麻疹（中国）

ＳＡＲＳ（中国） 13

国際的連携：
国 際 協 力
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新興・再興感染症対応の国内・国際連携体制

海外連携国内連携

地方衛生研究所
保健所 検疫所

台湾CDC

感染症研究所感染症研究所
公衆衛生的研究

・国内サーベイランス
・疫学研究

●情報の収集と提供
・感染症サーベイランス
・バイオセキュリティ
●病原体情報の共有

米国CDC
保健所・検疫所

・病原体及び疫学情報の収集と還元
・検査及び疫学方法の普及

英国NIBSC

カナダ保健省

疫学研究
・海外機関WHO等への調査協力
・診断検査法、ワクチン等の

開発研究

成果の還元
・病原体検査法の普及

（マニュアル等）
・サーベイランス手法の普及
・週報（感染症発生動向調査）
・月報（病原微生物検出情報）
・英文学術雑誌（ＪＪＩＤ）の発行

およびホ ムペ ジ掲載

関係省庁（文科・農水・環境）
●文科省
「新興・再興感染症 研究ネットワーク」
●危機管理会議
・ウエストナイル熱省庁連絡会議
鳥インフル省庁連絡会議

WHO

E-CDC

米国NIH

仏パスツール研

タイNＩＨ/CDC
中国CDC

韓国ＮＩＨ/CDC

大学・研究機関
（共同研究） インド下痢研

医薬基盤研究所
基盤研究

およびホームページ掲載

国際医療センター
臨床的研究

結核研究所
結核の研究

・鳥インフル省庁連絡会議

JICA 豪州保健省

スウェーデン
カロリンスカ研

ベトナムNIHE インドネシアNIHRD
15

日・中・韓の感染症の中核研究機関の協力関係

日本 国立感染症研究所

３極での感染症
協力が結実

2006年4月

覚書締結

2006年8月

覚書締結

韓国 国立疾病対策予防センター 中国 国立疾病対策予防センター

2004年9月

覚書締結
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日本‐中国‐韓国合同感染症フォーラム

○韓国疾病予防対策センター（韓国CDC）と感染症協力に関する覚書を締
結（平成18年4月28日 韓国CDCにおいて）

○ 中華人民共和国疾病対策予防センター(中国CDC)と感染症協力に関す
る覚書を締結（18年8月22日 感染研において）

○日中韓3カ国における覚書に基づき毎年、日本、中国、韓国の
国立感染症機関による合同フォーラムの開催

平成22年11月に北京で第４回日中韓感染症フォーラムを開催
「多剤耐性菌、麻しん、不明ウイルス感染症」に関して研究発表、意見交換
等を行 た

• 過去の開催

• 19年11月 「新型インフルエンザ」等・・・・・・・・・・・・・・・・・・（北京）

• 20年10月 「気候変動と感染症」等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（ソウル）

• 21年11月 「新型インフルエンザ、麻疹、EV71・・・・・・・・・・（日本）

等を行った。
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ASEAN＋3 感染症対策会議

Laboratory Based Surveillanceの重点化

1) Focal pointとして感染研

2) ASEAN Plus Three Partnership Laboratories(APL)2) ASEAN Plus Three Partnership Laboratories(APL)  

の メンバーに入る

3) APL Steering Committee：

野崎部長（寄生虫）、山田部長（動物由来感染症）が入る

4) 対象病原体；13 pathogens 

Vibrio cholerae, N. meningitidis,  E.coli 0157:H7, , g , ,

C. diphtheriae, B. pertusis, H. influenzae type b,  

Staph. aureus(MRSA), Dengue virus, Hepatitis A virus,

Hepatitis E virus, eneterovirus 71, Japanese  

encephalitis virus, Malaria parasite



アジア各国におけるJICA技術協力プロジェクト

中 国
・ワクチン予防可能感染症のサーベイ
ランス及びコントロールプロジェクト（18
年度〜）
短期専門家派遣 研修受け入れ等

パキスタン
ＪＩＣＡ技術協力予定

短期専門家派遣・研修受け入れ等

インドネシア

ベトナム（NIHE）
・ 病原体取扱い能力

強化技術プロジェクト

(ワクチン検定)

・ H5H1等の流行疫学調査

の技術指導のための技術プ
ロジェクト（20年度〜）

・短期専門家の派遣、研修受
け入れ等

（18年度〜）
・専門家派遣・研修受
け入れ等
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感染症危機対応：
新型インフルエンザ

多剤耐性菌多剤耐性菌
麻疹
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インフルエンザパンデミック2009発生段階と対応

体制整備
ウイルス
流入阻止

ウイルス
限局化

被害の最小化 対策の評価
と見直し

方
針

国
内

事前準備
◎地衛研、検疫所対象の

再燃期
第四段階第三段階

感染

第二段階第一段階前段階

内
の
発
症
者
数

診断技術研修
◎感染研内他部、センター

との協力体制の構築
(WG)

入
院
措
置
に
よ
る

効
果
の
低
下

発
生
患
者
の
接
触
歴

が
疫
学
調
査
で
追
え

な
い

海
外
発
生

国
内
発
生

患
者
発
生
が

再
度
増
加
傾
向

患
者
発
生
が

減
少
傾
向

再燃期
小康期回復期蔓延期

感染
拡大期

国内発生
早期海外発生期未発生期

患
者
発
生
が

低
い
水
準
で
留
ま
る

自治体別発生状況(n=1343＊)
＊7月2日現在厚労省把握分の1428例中発症日と自治体が把握できた症例
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4,200校（65万人の休校、休園）
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米国 カナダ メキシコ 豪州 英国 フランス ＮＺ 日本

集計日 2/13 3/13 3/12 3/12 3/14 3/16 3/21 3/23

死亡数
推計
12 000

429 1,111 191 457 309 20 198

新型インフルエンザによる死亡率の各国比較新型インフルエンザによる死亡率の各国比較

死 数
12,000

,

人口10 万対
死亡率 (3.96) 1.32 1.05 0.93 0.76 0.50 0.48 0.15

※尚、各国の死亡数に関してはそれぞれ定義が異なり、一義的に比較対象とならないことに留意が必要。

出典：各国政府・WHOホームページから厚生労働省で作成
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A/California/07/2009pdmに対する生年別抗体保有率
1970-2000年代採血（血清銀行保存血清） n=931
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国民のインフルエンザA/H1N1pdmに対する血清学的免疫性の検証



新型インフルエンザ2009ワクチンの供給

新型インフルエンザウイルス
によるパンデミックの発生

新型インフルエンザウイルス
によるパンデミックの発生 患者ウイルス

2009.5.2.
A/California/07/09株
の入手

ワクチン製造用の
種ウイルスを作製

WHOCC

感染研9号棟

ワクチンの製造 製造会社

リアソータントウイルスの作製
（Conventional法, 
Reverse Genetics法)

感染研の種ウイルスをもとに
鶏卵でワクチン原液を生産

ワクチンの供給

ワクチンの国家検定

鶏卵でワクチン原液を生産

国民へのワクチン
接種の開始

A/California/07/2009 (X-179A)(H1N1)v

① 逆転写反応および遺伝子増幅反応が等温で進行する

② 6領域(8領域)を認識する4種類(6種類)のプライマーを

使用するため特異性が高い

RT-LAMP法の特徴

③ 増幅効率が高く、短時間に増幅可能である

④ 増幅産物量が多く、簡易検出に適している

検出方法

○ リアルタイム濁度測定装置を利用○ リアルタイム濁度測定装置を利用

○ インキュベーター(62.5℃ 35分間)
を利用し蛍光目視判定を行う



新型インフルエンザ特異的簡易検査キット試作品

従来のインフルエンザA/B用イムノクロマトと同様の手順で検体
採取・試料滴下をし、10〜15分で判定可能。

新型
H1N1

検体滴下部 判定ライン 確認ライン

キット本体の構成キット本体の構成 判定判定

季節性H1N1

季節性H3N2

サンプルの流れサンプルの流れ

検体滴下部に検体を滴下すると液が
左から右へと流れ、ラインが出現する

危機対応：新型多剤耐性菌への対応を例に

多剤耐性を獲得した
Acinetobacter baumannii

2010年８月
都内の大学附属病院で 50名以上が感染

国内

NDM-1を産生する
多剤耐性腸内細菌

都内の大学附属病院で、50名以上が感染

それまでにも、福岡県、愛知県
などでも、アウトブレイクが発生

海外 2010年８月

（大腸菌／肺炎桿菌等）

Lancet Inf. Dis., 2010年８月号電子版

国内でも、その後、栃木県、
埼玉県などで確認



薬剤耐性菌、医療関連感染症
のサーベイランス体制の整備と
強化(JANIS)

イミペネム耐性大腸菌の分離状況

＜１％＜１％



個々の医療施設における実際の対策の強化のために
参加医療機関が自分の位置を確認可能な形式でのデータの還元

２００７年７月より

WHO地域毎の麻疹排除目標

ヨーロッパ地域

20002000

20102010

20102010
20122012

20202020

汎アメリカ地域

アフリカ地域

東地中海地域

西太平洋地域

具体的な排除目標年は
決まっていない

アフリカ地域

南東アジア地域

参考資料 P. Strebel 8th Global Measles and Rubella LabNet Meeting 2010 September 20-22



10000

12000

11,015例 麻疹患者報告数推移

データ元
感染症発生動向調査
感染症情報センタ

麻しんに関する特定感染症予防指針
（2007年12月）
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感染症情報センター
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2000

4000

2008年 2009年 2010年

741例
457例

今後の感染研の方向性

• 国際的対応の強化

感染症は国境を越えて拡大、世界的問題

例；SARS H5N1トリインフルエンザ例；SARS, H5N1トリインフルエンザ、

新型H1N1インフルエンザ ｅｔｃ.

• アジアの中でのリーダーシップ

• 国内の連携強化とその継続性

• 科学的データに裏づけされた対策

“国民の、世界のための研究所”“国民の、世界のための研究所”

““国民に、世界に必要国民に、世界に必要とされる研究所”とされる研究所”
34



感染研広報：知の市場

　知の市場（シラバス） 継続

科目No. 科目名 副題

連携機関名 レベル 中級 教室定員 配信定員 講義日時 講義場所

科目概要

科目構成 № 講義名 講義日 教室 講師名 所属

1 感染症序論 4月13日 渡邉治雄
国立感染症研究所
副所長

2 感染症サーベイランス 4月20日 岡部信彦
国立感染症研究所
感染症情報センタ 長

２０１０年度前期

講 義 概 要

感染症とはなにかを概説し、我が国及び諸外国で問題となっている感染症の全体像を紹介する。また、感染症の原因微生物を生物学
的観点から解説し、当科目の導入部とする。

わが国で行われている感染症法に基づく感染症サーベイランスネットワークの全体像を紹介し、感染症情報の収集、解析、還元、情報
提供 現場でのその活用などについて概説する

WT２１１a

 国立感染症研究所

感染症の発症メカニズムおよび過去・現在・未来に問題となる感染症をわかりやすく解説する。それとともに、感染症に対して人類がどのように闘っているのか、またその中で専門機関、特に国立感染症研究所（感染研）がはたしている機能に
ついても解説する。

早稲田大学西早稲田キャンパス火曜日 １８：３０～２０：３０

 感染症との闘いー現在問題となっている感染症ー 感染症総合管理１a

2 感染症サ イランス 4月20日 岡部信彦
感染症情報センター長

3 院内感染 4月27日 山根一和
国立感染症研究所
細菌第二部主任研究官

4 感染症の発症機構 5月11日 佐多徹太郎
国立感染症研究所
感染病理部長

5
新興感染症の国際的監視
体制

5月18日 谷口清州
国立感染症研究所
感染症情報センター室長

6 ヘリコバクターピロリ 5月25日 柴山恵吾
国立感染症研究所
細菌第二部第四室長

7 髄膜炎菌性髄膜炎 6月1日 高橋英之
国立感染症研究所
細菌第一部主任研究官

8
劇症型レンサ球菌感染症ー
ヒト食いバクテリアー

6月8日 阿戸学
国立感染症研究所
免疫部室長

9 カビがおこす重篤な感染症 6月15日
宮崎義継
(金子幸弘)

国立感染症研究所
生物活性物質部部長

10 感染症と昆虫 6月22日 小林睦生
国立感染症研究所
昆虫医科学部部長

総論

近年、ヘリコバクターピロリという細菌と胃炎、胃潰瘍、胃癌との関係が注目されてきている。ヘリコバクターピロリとはどのような細菌
で、どの様な機構で胃炎等を起こすのかを最近の知見を交え、わかりやすく説明する。

提供、現場でのその活用などについて概説する。

今日、日本の医療現場では院内感染の事例が報告され、大きな社会問題となっている。本講では、院内感染の原因となる微生物や院
内感染の防止対策について概説する。

劇症型レンサ球菌感染症は劇的な臨床症状とともに致死的になるので”ヒト食いバクテリア”と呼ばれている。通常見られる咽頭炎など
のレンサ球菌感染症と異なり、進行が早く致死率の高当該感染症の発症機序、特に宿主の防御因子との関係を解説する。

未定

髄膜炎菌性髄膜炎は日本国内では年間20人程度の稀少感染症であるが、イギリスやアメリカでは年間2000人、世界的には50万人の
患者が報告されており、その患者の多くは乳幼児である。国内における稀少感染症の典型例として髄膜炎菌性髄膜炎の病原性やその
予防法などの一般的な知識を紹介する。

昆虫（蚊、ダニ、ハエ等）を媒介として病原体がヒトに感染する感染症にはどのようなものがあり、国内国外でどの程度問題になっている
のか その現状を紹介する また 伝播メカニズムや予防法についても解説する

真菌は俗にカビと呼ばれており、日常生活で遭遇する身近な微生物である。真菌が原因となる病気として白癬（いわゆる水虫）が知ら
れているが、生命を脅かす重篤な真菌感染症が増えており医療現場では対応に苦慮する場合も多い。本講では、ヒトに病気をおこす真
菌の種類や性質と、代表的な真菌が起こす病気について概説する。

感染症がどのように起こるのかの発症機構をヒト及び病原体側から解説する。特に、人体病理の面から人体の組織等の画像を用いて
目でみて理解を深める。

WHO等を中心とする新興感染症の国際的監視体制の機構、現状を紹介する。また、実際にアウトブレークが発生した場合の実地疫学
調査の手法、その事例等について紹介する。

昆虫医科学部部長

11 寄生虫と感染症 6月29日 野崎智義
国立感染症研究所
寄生動物部部長

12 新型インフルエンザ 7月6日 小田切孝人
国立感染症研究所
インフルエンザ研究センター室長

13 ウイルス性肝炎 7月13日 脇田隆字
国立感染症研究所
ウイルス第二部長

14 西ナイル熱 7月20日 倉根一郎
国立感染症研究所
ウイルス第一部長

15 エイズ/HIVの最新知見 7月27日 村上努
国立感染症研究所
エイズ研究センター第3室室長

各論

エイズは、1981年に突如現われ、だれも予測できない規模で世界中にその感染を拡大している。 ２００７年末の世界中のHIV感染者の
数は推計約３２００万人であり、これまでに既に約６０００万人の人が感染したと予想されている。講義では、エイズとHIVの疫学、ウイル
ス学、発症病理などを説明しながら、最新の治療法と予防法について紹介する。

肝炎ウイルスには５種類あり、我が国で問題となるのは流行性肝炎をおこすA型およびＥ型、血清肝炎の原因となるB型とC型ウィルス
である。B型肝炎やC型肝炎は慢性肝炎をおこすため大きな問題となっている。また、E型肝炎が人獣共通感染症として注目されてい
る。ウイルス性肝炎の一般的知識と最新の情報を紹介する。

東南アジアを中心にして発生している高病原性トリ型インフルエンザの現状および今後発生する可能性がある新型インフルエンザにつ
いて、診断、検査、予防、治療法の面を含め説明する。

のか、その現状を紹介する。また、伝播メカニズムや予防法についても解説する。

アメリカ等で発生している西ナイル熱の臨床像、ウィルス学的特徴、検査法等について概説する。また、世界的な流行状況等をふまえ、
今後の西ナイル熱に対する対処法も検証する。

我が国で問題となっている寄生虫感染症および発展途上国で問題となっている寄生虫感染症の概要を説明する。また、海外に出かけ
る時の予防対策上、留意すべき点についても紹介する。



　　知の市場（シラバス） 新規

科目No. 科目名 副題

連携機関名 レベル 中級 教室定員 配信定員 講義日時 講義場所

科目概要

科目構成 № 講義名 講義日 教室 講師名 所属

1 感染と宿主免疫応答 9月28日 小林和夫
国立感染症研究所
免疫部部長

2 次世代ワクチンの開発 10月5日 長谷川秀樹
国立感染症研究所
感染病理部室長

 感染症対策ーワクチンを中心にー 感染症総合管理１bWT２１１b

 国立感染症研究所 早稲田大学西早稲田キャンパス火曜日 １８：３０～２０：３０

感染（宿主ー病原体関係）における宿主免疫応答とその医療応用に関して、病原体に遭遇した場合のヒトの免疫応答の基
礎知識やワクチンなど免疫介入治療・予防に関する応用面を概説する。

２０１０年度後期

講義概要

ワクチンがなぜ効くのかその原理と投与方法等の総論と次世代ワクチンの候補としての粘膜投与型ワクチン、ＤＮＡワクチン
等の作用メカ ズムと効果 開発状況に いて紹介する

2 次世代ワクチンの開発 10月5日 長谷川秀樹
感染病理部室長

3 感染症の予防とワクチン接種 10月12日 多屋馨子
国立感染症研究所
感染症情報センター室長

4
毒素性細菌と生物学的製剤（研
究と品質管理）

10月19日 高橋元秀
国立感染症研究所
細菌第二部室長

5 血液製剤の品質管理 10月26日 濱口功
国立感染症研究所
血液・安全性研究部室長

6
世界ポリオ根絶計画とポリオワ
クチン

11月2日 清水博之
国立感染症研究所
ウイルス第二部室長

7 肝炎ワクチン 11月9日 石井孝司
国立感染症研究所
ウイルス第二部室長

8 日本脳炎ワクチン 11月16日 岡部信彦
国立感染症研究所
感染症情報センター長

9 麻疹・風疹の現状とワクチン 11月30日 駒瀬勝啓
国立感染症研究所
ウイルス第３部室長

10 結核 12月7日 牧野正彦
国立感染症研究所ハンセン
病センタ 感染制御部長

総論

結核とはどのような疾患か、起因菌の結核菌の特徴およびBCG接種をはじめとする現在講じられている結核対策を含めて概
説する また 結核菌と近縁のらい菌によるハンセン病についても触れる

ジフテリア、破傷風、ボツリヌスの疾病の基礎研究から生まれた医療用トキソイド、抗毒素および毒素製剤の開発過程とそれ
ら生物製剤の品質を管理し安全性を保証する仕組みを概説する。

ＷＨＯを中心にポリオ根絶計画が進められているが、その現状と問題点について、世界的な視点および日本の立場に基づい
て解説する。とくに、ポリオ根絶最終段階における、ポリオワクチン戦略に関わる諸課題について説明する。

未定

日本脳炎はかつてわが国では多数の小児が発症し、死者、後遺症併発者が多かったが、現在では発症者は希となった。し
かしいまもアジア地域では重大感染症の一つであるがワクチンは普及していない。わが国及びアジアにおける日本脳炎の対
策、ワクチンの在り方などについて概説をする。

麻疹、風疹の日本、並びに世界の現状、原因となるウイルスの性状、並びに麻疹ワクチン、風疹ワクチンの開発の歴史、効
果等を概略する。またWHOがすすめる麻疹排除計画、風疹排除計画についても説明する。

血液製剤として多くのものが使われているが、それらの安全性がどのように保証されているのかの仕組みを紹介する。

肝炎の発症予防のためにワクチンが開発され、我が国ではA型、Ｂ型肝炎ワクチンが任意予防接種として使用されている。
特にB型肝炎ワクチンの母子感染予防に果たした役割等について紹介する。

等の作用メカニズムと効果、開発状況について紹介する。

ワクチンで予防可能疾患の国内及び国外の発生状況、我が国の現行のワクチン接種スケジュール、副反応等を概説し、感
染症を予防する時のワクチンの重要性を解説する。

10 結核 12月7日 牧野正彦
病センター感染制御部長

11
肺炎球菌感染症とワクチンの現
状

12月14日 和田昭仁
国立感染症研究所
細菌第一部室長

12 ＤＰＴワクチン 12月21日 蒲地一成
国立感染症研究所
細菌第２部室長

13 インフルエンザワクチン 1月11日 板村繁之
国立感染症研究所
ウイルス第３部主任研究官

14 水痘などのヘルペスウイルス 1月18日 井上直樹
国立感染症研究所
ウイルス第1部室長

15 ヒトパピローマウイルス 1月25日 柊元　巌
国立感染症研究所
病原体ゲノム解析研究セン
ター室長

各論

季節性インフルエンザの予防にインフルエンザワクチンが使われている。ウィルスの抗原性が変化するため毎年ワクチン株
の選定をおこなう。それにはWHO等による世界の協力が欠かせない。その方法についても紹介する。

水痘・サイトメガロウイルスなどのヘルペス科ウイルスによる各種感染症及び我が国で開発された水痘ワクチンの現状とそ
の効能について紹介する。

老人の肺炎、小児の中耳炎等の原因菌として重要な肺炎球菌が起こす様々な感染症に関する情報とそれを予防するために
使われている国内及び国外のワクチンの現状を紹介する。

説する。また、結核菌と近縁のらい菌によるハンセン病についても触れる。

ヒトパピローマウイルス（HPV）は性行為を介して感染し、子宮頸がんの原因となるウイルスである。近年欧米にてHPVに対
する感染予防ワクチンが開発され、我が国を含む全世界で導入されている現状を紹介する。

ＤＰＴ疾患（ジフテリア・破傷風・百日咳）の国内および国外の現状とそれら疾患を予防するために果たしてきたDPTワクチン
の役割について概説する。


